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1. ハワイ語の課外指導の意味
2012年の秋，ハワイ・オアフ島にあるコミュニティ・カレッジ (commu-
nity college)で，ハワイ語の勉強に取組む学生とチューター（個別指導
アシスタント）か授業準備に取り組んでいた。言語の学習であることもあり，
チューターか学生に対して授業課題の例文と単語を復唱させていたのではあ
るが，チューターの厳しい指導に対して学生が必死に取組んではいたものの，
チューターに間違いを指摘されるたびに学生は何度もぽやいていたのである。
この学生とチューターのやり取りが意味するのは， コミュニティ・カレッ
ジにおける学生に対する授業を介した一般的な教育機会の提供たけてはなく，
消滅言語 (endangeredlanguage) となっているハワイ語を課外におし、て
も指導することができるスタッフをコミュニティ・カレッジが制度として提
供していることである。ハワイ語は 19世紀末のアメリカ合衆国への併合と
その後の政府による抑圧的な言語政策の下で話者が激減した。 1960年代以
降．教育やメディア，そして，州の公用語化といった様々な場における使用
を通して言語復興の取組が行われているがそのうちのひとつがコミュニティ・
カレッジにおけるハワイ語の授業・個別指導の提供である。
このハワイ語の課外指導の取組みの事例は，ハワイのみならずアメリカ令
+. におけるコミュニティ・カレッジの一般的に語られる「特色」といえる。
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各コミュニティ・カレッジがそれぞれに立地する地域社会とつながりを持ち
なからその地域の特性を取込み，多くの人に対して高等教育機関に就学する
機会を提供することで，地域社会における人材の強化を行うこと。これは，
ルイ・アルチュセール (LouisAlthusser)やピエール・ブルデュー (Pierre
Bourdieu)が指摘した教育を介した社会的階層の再生産の問題に対する是
正的な制度であるとも解釈できる。そこで， コミュニティ・カレッジが有す
る再生産に対する是正とはどのようなことなのであろうか？本稿では，コミュ
ニティ・カレッジの背景や実践に焦点をあて，分析するものである。その中
でも，特にアメリカにおいても文化的にも社会的にも特色のある地域である
ハワイのコミュニティ・カレッジを事例として取り上げながら，時代ととも
に常に議論・修正されるコミュニティ・カレッジの理念や， コミュニティ・
カレッジが立地する地域社会との関係を検証することにより，政策と地域社
会の現状と展開を検証する。
2. 社会的再生産の場としての教育機関
コミュニティ・カレッジ i)は大学の 2年間のカリキュラムを提供する公立
の高等教育機関として 20世紀初頭に設立されたことを起源とするか，設立
の中心的な組織が高等教育機関ではなかったc また，現在では大学教育と並
行して織業専門課程が提供されている。その意味で，学歴の取得を通じての
社会階層の向上の機会と資本主義経済体制が求める職業的専門性の習得の機
会の両方を提供する組織としての性質を有している。
ァルチュセールは，国家体制や資本じ義経済体制の維持には，人々がその
体制の中での生き方や振舞いを労働や職務を通じて直接的に習得することと
ともに，メディアや教育といった媒体を通じて支配的なイデオロギーの刷込
みを受けることが併存していること論じている。学校が提供するカリキュラ
ムを通じ，生徒や学生たちは彼らがおかれている国家的・経済的体制の中で
制度としてのコミュニティ・カレッジ 199 
生きていくのに必要な知識を学ぷだけでなく，選抜試験や賞削を通して支配
的イデオロギーの「訓練］を受けていく CC それゆえ，アルチュセールは学
校を―国家のイデオロギー装置」と呼び，この装置としての教育か国家体制
や資本］・：義経済の継続させるために抑制的な作用を人々のH常生活に意識的・
無意識的の両面においてもたらしていることを指摘している。
社会体制の維持と再生産といった支配者側の動きに着目したアルチュセー
ル議論に対して，プルデューは被支配者側の主体性に注目する。支配的イデ
オロギーの再生産の過程において，教育の場において人々は学歴や成績，そ
して，言語といったものが彼らの属する社会階囮の流動や固定化に影響を与
える資本となることを意識的・無意識的に消得する3)。プルデューはこれら
を象徴資本 (symboliccapital) と論じるが，彼によると教育は国家か人々
にイデオロギーを教え込む装置であると同時に人々が主体的に象徴狂本を獲
得てきる場であると論じる。教育を媒介とした国家的イデオロギーの再生産
の形態は，支配層から学生• 生徒への一方的な））の作用たけでなく，受け止
める側の学生• 生徒がイデオロギーを身につけ，そのイデオロギーに対して
意識的・無意識的な対応をすることにより形作られるのである＇。具体的に
は，学歴の資本的価値を戦略的に活用し自身の社会階層の向上につなげたり，
学歴を意図的に否定することで社会的な支配構造への抵抗を主張することに
より n身が属する社会階層内での存在を確認することなどが挙げられる。い
ずれの場合においても，イデオロギーは絶対的なものではなく，国家的や資
本じ義体制と教育を受ける学生・牛徒との間のやり取りの中で変化し，形作
られていくものとして捉えられるのである。
アルチュセールか指摘する教育に内在する権力性やイデオロギーの存在，
そして，プルデューが論じた生徒や学生の権力やイデオロキーに対する意識
的・無意識的な対処は，初等教育から大学を含めた高等教育といったすべて
の教育現場においてみられることである。特に大学においては，人学選抜が
行われたり，授業料や生活費といった経済的要因が進学の判断に影孵を与え
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たり，そして，卒業時の学歴の違いがそれぞれの職業選択の機会に影響を及
ぽしたりするというようなかたちで，格差の社会的再生産性か明示されるこ
とになる鸞
このような，大学への進学や就学機会の有無に伴う格差とその社会的再生
産については， H本でも家計収入が一定以下になる学生に対する授業料の減
免制度の実施の検討が行われてきたように，制度的対応も議論されるような
問題となっている工学牛の家計収入に応じて授業料を減額もしくは免除す
るだけでなく，給付型の奨学金を提供することにより，大学を含めた高等教
育機関への進学の機会を多く人々に提供する可能性が現在議論されている。
日本と同じく大学への人学試験競争が激しい中国においても教育機会の格差
の問題は長年議論されている。例えば，経済的格差や，大学受験に使われる
中国語に対して，民族言語を学校での教育言語として用いてきたチベット族
のように教育言語の相迎等から生じる大学への進学機会の差巽に対して，中
国では統一入学試験（高考）において地域によって異なる足切り点を設定し
たり，高校卒業と大学進学の間の期間に必須の予科教育課程を達人すること
などにより，高等教育における格差の社会的再生産に対する是正に取組んで
いることを政府はアピールしてきている;)。
高等教育への就学機会に関する同様の議論はアメリカでも長い間交わされ
ている。しかし，具体的な取組については，入学試験の実施方法や人学後に
おける支援体制の整備等が議論の対象となっている H本や中国とは異なり，
アメリカにおいては高等学校でのカリキュラムを含めた大学への進学制度に
ついて議論が行われてきた。その議論をもとに整備・制度化されてきたのが
公立のコミュニティ・カレッジであるc
3. コミュニティ・カレッジの背景
アメリカの公立のコミュニティ・カレッジが設tされるようになった背最
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には，北アメリカ特有の高等学校の早期履修の制度に起因する。それは，カ
ナダを含めた北アメリカの一部の高等学校では，卒業に必要な必須科目・必
須単位に加えて大学レベルの科目を生徒が履修することができるように制度
設計が行われてきたことである。この制度はアドバンスト・プレイスメント
制度 (AdvancedPlacement: AP) と呼ばれ, 1955年よりアメリカとカナ
ダの高等学校において実施されている。このアドバンスト・プレイスメント
制度に参加する高等学校は初年度の 1955年の 104校から, 2016年には約
22,000校を超えるまでに拡大している,.c牛徒にとってのアドバンスト・プ
レイスメント制度における履修の利点は．授業料か一般的に無料なこと，そ
して．大学によってはアドバンスト・プレイスメントで履修した単位を進学
後に認定してくれることなどがあげられる。そのため，牛徒は大学進学後の
在学期間を短縮したり，学費を軽減したりといった可能性を得られるのであ
る。
アドバンスト・プレイスメント制度のような早期履修の制度は. 1955年
のアメリカ全上的な制度の発足以前から取組まれており，その中でもイリノ
イ州のシカゴ郊外にあるジョリエット高等学校 (JolietHigh School) で
1890年代より取組まれていた大学レベルの科H・カリキュラムの提供かコ
ミュニティ・カレッジの発足につながった。ジョリエット高等学校でそのよ
うな取組が行われるようになった背景には，成績が良好でもあるのに関わら
ず当時の批気動ibJから大学進学を考えなかったり，または， 断念したりす
る生徒に対して高等学校に在籍しながらも大学レベルの教育を受ける機会が
持てるようにするためであった9)。ジョリエット高等学校てこのような取組
か行われるようになった当時， アメリカは 1893年の経済恐慌 (Panicof 
1893) にともなう失業率の悪化に直面していたしつまり、不安定な社会状況
の中，大学への進学の機会を失うことで，生徒の社会的流動性 (socialmo-
bility)の固定化か懸念され．特に．将来的に彼ら属する社会階層を K昇さ
せることが難しくなる可能性があったc ジョリエット閥等学校での大学レベ
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ルの科目・カリキュラムの提供は，高等学校におけるカリキュラム制度を柔
軟に活用し，開始当初より近隣の大学に働きかけていくことで，生徒の大学
進学に際して有利に機能するようにするといった独特な取組でもあった。例
えば， ミシガン大学やイリノイ大学といった大学が， ジョリエット高等学
校で大学レベルの科目履修を認定するようになり，既習科目の履修を人学後
に免除する制度を整備していった叫
公立のコミュニティ・カレッジの開校は， このようなジョリエット高等学
校における大学レベルの早期履修の取組を 1901年に正式に大学 2年間の課
程として制度化したことが起源となっている叫この際同高等学校では，
大学課程用の校舎の落成もしており， これをもって 1901年をアメリカの公
立のコミュニティ・カレッジの実質的な創立年ととらえることが多い。その
後， ジョリエット高等学校における大学レベルの教育課程の取組は， 1916
年に校名をジョリエット・ジュニア・カレッジ (JolietJunior College) と
命名し，そして， 1917年に認証機関である北中部大学学校協会 (North
Central Association of Colleges and Schools)から高等教育機関として
の認証を受け，正式に高等教育機関として発展して行くことになった叫
大学レベルの教育を受ける機会を提供するという理念から始まり，コミュ
ニティ・カレッジという公立の高等教育機関の設立にまで至ったジョリエッ
ト・ジュニア・カレッジの取組であるが，この制度設計の背景と過程におけ
る中心的組織だったのが高等学校側であったことは．当時の大学に内在して
いた問題点に起因する。それは，大学への進学に際する入学選抜や学費，そ
して，生活費などといった壁となる複数の要素の存在である。このことによ
り，最終学歴の相違が生まれるとともに，その相違を墓にした社会的機会の
差異が創出され，そして，そのような相違や差異が再生産されていく可能性
につなかるのである。ジョリエット・ジュニア・カレッジの創立とその背景
となるジョリエット高等学校における取組は，取得学歴の差異にともなう社
会的格差やその再生産の問題に対して，高等学校側からの積極的な対応であっ
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たといえる。高等学校での課程が義務教育であるアメリカでは，生徒が自宅
より通学できるように高等学校の学区を設定したり，または，スクールバス
など生徒が通学できるような交通手段を提供したりしている。つまり，高等
学校の校舎において大学レベルの科目を提供できることは生活費等の経済的
負担の軽減につながるのであり，それまで大学進学がかなわなかった生徒が
大学レベルの科目を履修する機会を得ることを可能にできるということであ
る。このことにより，学生は将来的に 4年制大学への編入の可能性を持つこ
とができ，結果として，学歴の相違に伴う社会階層の固定化および再生産を
軽減することが見込まれるのである。
4. 象徴資本「獲得」の機会としてのコミュニティ・カレッジ
幅広い人々に対して高等教育を受ける機会の提供する，つまり高等教育を
の「門戸を開放する」というコミュニティ・カレッジの理念であるが， 1900
年代初頭の創立時の取組に加え，現在では，入学選抜のない全入制 (open
enrollment) という方針にこの理念は体現されている。コミュニティ・カ
レッジにおける全入制とは， 12年間相当の教育課程を修了した人に対して
だけではなく， 18歳以上であれば仮に 12年間の教育課程を修了していなく
ても人学を許可するものである。つまり年齢が 18歳以上， もしくは， 12年
間相当の教育課程の修了のいずれかを有していればコミュニティ・カレッジ
に入学することができる。これは日本の高等教育機関が，一部例外を除き出
願の段階で年齢と高等学校卒業もしくは高等学校卒業程度認定試験（いわゆ
る高認）等の高校卒業同等の資格の両方を必須条件としているのと大きく異
なる点である叫コミュニティ・カレッジ以外の一般的なアメリカの大学の
入学選抜や日本の人試制度においては，入学以前の時点においてそれぞれの
組織が選抜条件を設定しているのに対し，コミュニティ・カレッジにおいて
は希望者全員を受入れることで，様々な背景を持つ学生がそれぞれの立ち位
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置から多様な目標に向けて就学できる機会を持てることを甚礎的な理念とし
てかかげている。つまり，このことは選抜型の入学制度から漏れてしまう人
に対しても，学歴という象徴資本の「獲得」の機会を提供することを可能に
するといえる叫
換言すると，全入制で入学してくる学生は，学歴という象徴資本の獲得を
目指すということにおいて共通点が見出せるものの，それまでの学校教育の
享受のあり方についてはそれぞれに異なる点がおおい。具体的には，コミュ
ニティ・カレッジにおいては多様な背景を持つ人々が就学することが可能に
なるのであるが，例えば，高等学校を卒業しストレートに進学してきた学生，
高校卒業後社会等に出てから大学に復帰した学生，義務教育を修［すること
ができなかったものの学業を再開したい学生，家計が厳しい学生，育児をし
ながら通う学生，軍での任務に就きながら通学する学牛，軍での任期を終え
復員兵援護法（一般的に G.I.Billと呼ばれる）を活用しながら通う学生，雉
正施設を出て社会復帰の過程にある学生，そして，義務教育を飛び級し 4年
制大学に進む前に中継的に通う学生など，その多様性はそれぞれのコミュニ
ティ・カレッジが立地する地域社会の縮図といえ， 4年制大学とは異なって
いる。
5. 象徴資本の獲得の場として，労働力創出の場として
アメリカ全土的に，各コミュニティ・カレッジがそれぞれにセールスポイ
ントを打出そうと取り組んでいるが，すべてのカレッジに共通することは 4
年制大学と共通する教養課程を提供する学位プログラム (AssociateDe-
gree) と専門職を養成する職業訓練プログラム (VocationalCertificate) 
を提供していることである。貝体的には，将来的に 4年制大学への編入を念
頭に懺いている学生から，就職や昇進のために学位の取得を目指している学
生，料理人や整備士になるための職業技術の取得を目指す学生，そして，生
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涯学習の一環として通学する学生など幅広い叫
コミュニティ・カレッジは，時代ごとの政治や経済の影響を受けながら，
もしくは，それらをカリキュラムに組込みながら変容してきた。ジョリエッ
ト・ジュニア・カレッジの創立の背景に恐慌の影響があったように， 1910
年代の第 1次世界大戦や 1920年代末の世界大恐慌といった時代の変動の中
で， コミュニティ・カレッジはアメリカ全土で数を増やしていき， 1919年
までに 1州に 39校が設立されただけでなく，北はイリノイ州，西はカリフォ
ルニア州，そして，南にはテキサス州と地理的な拡大も見せていった叫
同時にこの時期はコミュニティ・カレッジに最初の転換をもたらした時期
であった。変動する社会・経済状況の中で，企業が経営的視点から目的にあっ
た技能を有した人材を求めるようになり，その要望をコミュニティ・カレッ
ジのカリキュラムに組んでいくこととなった。例としてはカリフォルニア1-H
では 1917年にジュニア・カレッジ法 (JuniorCollege Act)が制定され，
電気技術や農業，そして，会計・経理といったような職業上の専門技術に結
びついたものがカリキュラムに組み込まれていった1,;0 
ここで，学位プログラムと職業訓練プログラムという，コミュニティ・カ
レッジの枠組みが形成されていくのではあるが，職業訓練プログラムのカリ
キュラムは学位プログラムとは異なり，修了の際に 4年制大学への編入の資
格を獲得できるわけではない。職業訓練プログラムにおける象徴資本とは，
エンジニアリングや調理師資格といった特定の専門技術であり，社会階層間
の流動性を得られる可能性を持つ学歴という象徴資本とは性質を異にするの
である。
この職業訓練プログラムは，専門技術と知識の習得を通じて学生を労働市
場で有利な位置に立てるように支援していくものではあるが，同時にこれは，
アルチュセールが指摘した教育システムを媒介とした資本主義経済制度への
労働者の育成および創出でもある。市場からの要望をカリキュラムに組込み，
学生に対して市場からの期待を指導していくことは，学生を市場が求める特
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定の職業に固定化する可能性も有しているのである。つまり，ここにおいて
は，資本主義経済制度の中での社会階層を固定化し，それを再生産するのに
コミュニティ・カレッジが積極的な関与を果たす，つまり，資本主義のイデ
オロギー装置として作用するのである。
それに対して， コミュニティ・カレッジが，国家のイデオロギーと絡みな
がら象徴資本の獲得の機会の提供の場となるときもある。それは，戦争や国
防といった政治的要因である。第 2次世界大戦中の 1944年，終戦後の混乱
を回避することを目的として，一般的に「G.LBill」と呼ばれる復員兵援護
法か制定された。復員兵援護法の正式名称は「Servicemen'sReadjustment 
Act of 1944_18; であり，文字通り復員兵の社会復掃 (readjustment) を目
的とした法律である。この法律では，復員兵が高等教育機関での就学や職業
訓練コースの受講のための助成金に関する規定が盛り込まれていた。第 2次
世界大戦や朝鮮戦争，そして，ベトナム戦争などから戻ってきた兵士たちが
高等教育機関で教育を受けるようになるなかで， 1956年19) までの 12年の間
にこの法律のもとで高等教育機関て就学したり職業訓練プログラムに参加し
た第 2次世界大戦の復員兵数は約 780万人であり， この数は総復員兵数約
1600万人のうちの約 48%にのぼった己
そして，現在のコミュニティ・カレッジを含めアメリカの教育制度全般に
大きな影響をあたえたのが 1960年代の社会情勢であった。当時は人種的格
差や男女格差，経済的格差，そして，ベトナム戦争の復員兵への補償といっ
た社会問題が山積していた時だった。その中でも代表的なものが，アフリ
カ系アメリカ人に対する法的・社会的な差別の撤廃を求めた公民権運動
(African-American Civil Rights Movement)であるか，その引き金となっ
たのか教育の現場における人種分離の政策の改善を求めた訴訟だった叫カ
ンザス州で始まったブラウン対教育委員会裁判 (Brownv. Board of Educa-
tion)氾）と言われる裁判において，アメリカ南部の州で行われていた教育現
場での白人と黒人の分離制度をアメリカ連邦最高裁判所か違憲と判断したの
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であった。同じ学区に住んでいても，人種の違いを理由に別の学校に通学し
なくてはいけないだけでなく，学校の設備や教育体制にも格差があったこと
が訴訟の背景にあった。ブラウン対教育委員会裁判の後，地域によっては激
しい抵抗が見られたと同時に帆入学や雇用の際のアファーマティブアクショ
ンの広がりなどをはじめとして，教育の場における平等を目指した取組みは
進んでいくこととなったとみられていた。
しかし実際に高等教育の場においては，「平等な教育機会の提供」に関す
る流れは，資金的な側面から疑問符か付くようになっていった。 1970年代
以後， 4年制大学においては学費が高騰しはじめ，この流れは現在でも続い
ている。大学の学費に関する統計が取られるようになった 1978年から 2012
年の 35年の間，アメリカの消費者物価指数の上昇額が約 250パーセントで
あったのに対し，大学の学費の上昇率は 1120パーセントと，物価上昇の 4
倍近くの高騰を見せた叫そのため 4年制大学は，資金的に通学することが
可能な学生や奨学金を獲得できる学生， もしくは，学資ローンを組んで就学
する学生といったように必ずしも開かれたものではなく，皮肉にも「平等な
教育機会」を提供する場というよりもむしろ公立の 4年制大学が社会的格差
を再生産する場ともなっている 25)。そのような中で， 4年制大学と比較して
学費を抑えていただけでなく，全入制の入学制度を打ち出したコミュニティ・
カレッジは，より平等な高等教育の場を提供する組織として， 4年制大学と
は違った発展をしていくこととなった。
6. ハワイにけるコミュニティ・カレッジ
上記のような 1960年代後期における社会情勢の中，ハワイ1+においても
全入制のコミュニティ・カレッジが設立される。 1968年に最初のコミュニ
ティ・カレッジである， リーワード・コミュニティ・カレッジ (Leeward
Community College)がオアフ島の地理的中央に開校して以来，現在は州
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内4島に 7校のコミュニティ・カレッジが開校されており，約3万人が就学
している'6)。ハワイのコミュニティ・カレッジは，アメリカの他の地域のコ
ミュニティ・カレッジと同じく，抑えた学費と全人制を基礎とし，地域に開
かれたことを目的として運営されている 'l7)。そのため，政策の大枠としては
アメリカ全土のコミュニティ・カレッジと共通性を見出すことができても，
コミュニティ・カレッジの運営自体に関してはハワイの地域性が色濃く反映
されている。
ハワイは，アメリカ本土から離れたオセアニアに位置し，歴史的にも文化
的にも様々な面で本土とは違った特色を有している。本土においてはヨーロッ
パ系住民が政治や文化といった多方面で主流となるなかで，ハワイにおいて
はヨーロッパ系住民は必ずしも多数派ではない。むしろ， ヨーロッパ系は，
日系やフィリピン系，ポリネシア系，そして，先住ハワイアンといった州の
人種構成の一部となっている。また，ハワイは， 1898年に当時のアメリカ
大統領のウィリアム・マッキンリーがハワイを正式に併合するまでは独立国
であり， 1810年にカメハメハ 1世が統一王国を設立してより 1893年に王国
が入植者により転覆されるまで，ポリネシア系の先住ハワイアンが独立国を
運営していた。しかしその後教育の場をはじめとして，様々な場でハワイ
語の使用を禁じられたり，フラをはじめとした伝統的活動は規制を受けるこ
ととなった3
1960年代の公民権運動以降，アメリカ全土にわたる人権意識の高まりや
先住民・少数民族の権利保護に対する意識の高まりの影響を受け，ハワイで
も1970年代以降に「ハワイアン・ルネサンス (HawaiianRenaissance)」
をはじめとした先住ハワイアンの文化復興・民族自決の運動が顕著になって
いった。大規模なフラダンスの競技会であるメリー・モナーク・フェスティ
バルや伝統航海技術の復興させたカヌーであるホクレア号が最初の航海を行っ
たものこの時期である。この流れはハワイのコミュニティ・カレッジにも大
きな影響を与え，現在ではコミュニティ・カレッジの目的の一つとして先住
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ハワイアンヘの関与があげられているとともに，ハワイ研究とハワイ語の授
業は各コミュニティ・カレッジで提供されているだけでなく，キャンパスに
よってはハワイアン音楽の授業も開講されており，コミュニティ・カレッジ
が立地する地域の先住ハワイアン社会への貢献だけでなく，地域外や州外か
ら通学する学生に対しても特色のあるカリキュラムとして認識されている。
ハワイのコミュニティ・カレッジにおける先住ハワイアン学生の比率は，
ハワイのエスニックグループの中でも最大であり， 2007年の入学生数は
23.5パーセントだった28)。授業の内外で先住ハワイアンの学生に対するサポー
トは提供されており，例として， リーワード・コミュニティ・カレッジでは，
2009年より先住ハワイアンの学生に対するサポートプログラムであるハラ
ウ・イケ・オ・プウロア CHalau'IkeO Pu'uloa)が開所し，先住ハワイア
ンに焦点を置いた独自の教育プログラムを提供するだけでなく， コミュニ
ティ・カレッジで開講されている必須授業などの予習・復習のサポートも提
供している凡
ハワイを含めたコミュニティ・カレッジでは，全入制がとられていること
から学生層は多様であるため，学生の講義課題への取組の慣れの度合いや，
私生活や学外での活動とのバランスの度合いにばらつきがみられる。コミュ
ニティ・カレッジでの講義や課題に集中できる学生から，仕事とのバランス
に苦労している学生，また，家事や子育てとのバランスに四苦八苦している
学生，現役の兵士や兵士の配偶者で甚地の配置換えや戦地への派遣か突然発
表されあたふたしている学生など，学生の就学には異なった困難が伴うこと
がある。そのため，教職員もそのような学生の多様性を受入れられるように
制度設計をしていることが多い。各コミュニティ・カレッジには，学生の様々
なシナリオに対応しながらも授業が可能になるように，アシスタントによる
授業外の学習サポートを提供したり， レポート作成方法の指導などを提供す
るとともに，試験日に出席できない学生のために授業担当講師以外の代理の
試験官を提供し決められた部屋で試験を受けられる制度を提供したり，講師
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によっては欠席者のために溝義の教材を図書館で保管・提供したりすること
により，学生が継続して学業や専門技能の取得に取組めるように工夫を凝ら
している。全人制であるコミュニティ・カレッジでは，学生が継続して就学
する比率 (retentionrate)の維持が課題となっているが，ハワイを含め多
様な学生をひとりでも多く継続就学させるために上記のように様々な努力
が施されている。
そして，「平等な教育機会の提供ーを念頭に置いたとき，ハワイで問題と
なるのが地理的要因である。アメリカは東海岸の一部の州を除き，行政区画
の地理的な範囲が非常に大きい。そのため，コミュニティ・カレッジにおい
ては様々な形態の遠隔教育手法が発達を遂げてきた。 2013年9月に宜者か
ハワイでフィールドワークをした際，ハワイのコミュニティ・カレッジの教
貝のひとりは，自らがアメリカ本土で教鞭をとっていた際， 自身の溝義をビ
デオ録画し，それをカレッジが地方の図書館に郵送し，受講者が図書館で視
聴するという遠隔教育方法の経験を述べてくれた。ハワイでも， ビデオ録画・
衛星放送システムがハワイ大学とコミュニティ・カレッジの両方で導入され，
衛星中継や地元のケープルテレビを通して講義を提供してきた。これにより，
交通の便が悪い集落においても図甚館などの公共施設を通じて閥等教育を提
供してきた竺
インターネットのスピードの向トーと用量の増加に伴し、，教育現場における
インターネットの活用は拡大してきており，特にアメリカては開講科Uのす
ペてをインターネットトで行うものも増加してきている。講義形態は大学や
開講科目によって、録画した講義をネット上で提供するものから， 音声と講
義スライドのみを提供するもの，または，課題のテキストは学生各自に読ま
せネット上では主に議論をさせるものなど様々であるっハワイのコミュニ
ティ・カレッジでも，このようなインターネットを介した授業か提供される
ようになっている。遠熙教育という側面からは，新しい選択肢を提供するこ
ととなったインターネットではあるか，それまでのビデオや衛星中継を使っ
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た遠隔教育では，地域の図書館や学習センターで他者とのやり取り（つまり
地域社会の構成員）とのやり取りがあったのに対して，ネット上では，カメ
ラもしくは文章を介した受講生同士や教員とのやり取りが中心になるため，
コミュニティ・カレッジが甚軸を置いていた立地する地域社会との関係性は
重要視されなくなってしまうという側面も持っている。
それと並行して，ハワイのコミュニティ・カレッジでは，インターネット
の普及とは逆の「講師を地域に送り講義を提供する」という手法を用いてい
るところもあるc 例えば， リーワード・コミュニティ・カレッジではオアフ
島西部のワイアナエ地区に設置した学習センター (EducationCenter)に．
戦員だけでなく講師や図書館員，そして，アシスタントを派遣し，開講科目
数は限定されるもののコミュニティ・カレッジの本校と連動した教育が行わ
れるようにもしている。派遣される教職貝には交通手当を支給することによ
り，彼らの金銭的な負担を軽減するとともに，学生の居住地域が就学上での
立地的な弱点にならないように，州内の公立大学の図書館と連携し教材や図
書館の蔵書をカレッジの予算で学習センターに届けられるようにしている。
このことにより，学生は仕事や家庭といった私生活とのバランスをとること
が可能となるような配慮がなされている。
7. コミュニティ・カレッジとイデオロギー性
アルチュセールやブルデューが指摘する学校のイデオロギー性と社会階層
の再生産性とは，初等教育から高等教育までを含んだ全ての学校教育制度に
対する考察から導き出されている。生徒・学生は初等教育から高等教育まで，
試験や課題を通じ評価が与えられ，義務的・任意的の両方におけるコンテス
トや課外活動等において賞罰を受ける。その中で学生や生徒は，制度に規定
されたものに対して無意識的もしくは戦略的に対応しながら，国家や社会経
済のイデオロギーの中で自分を位置づけしていく。高評価を得て進級・進学
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する生徒，そして，落第・退学するものの両方がいるが，象徴資本として学
歴が機能する中においては，このことは，特に，義務教育課程の修了の有無，
もしくは，高等教育機関への入学選抜の際に顕著になるといえる。
学歴に関わる象徴資本の解釈や見解の違いや．家庭の経済状況等の要因等
により就学や進学を断念する生徒は，義務教育課程を含め教育課程全般を通
じて見られる。特に，大学をはじめとした高等教育機関への進学に関しては，
入学選抜をはじめとして，学費や生活費等が制限的な要因として機能し，学
歴へのアクセスヘの差異だけでなく，その後の個々人の社会的流動性の差異
に通じることになる。
それに対して，入学選抜がないだけでなく， 18歳という年齢制限を満た
していればたれでも入学ができる全入制であることは，公的な教育機関であ
るコミュニティ・カレッジが様々な背景を持つ人々に対して学歴という象徴
資本の獲得を可能にする機会を開いているということを意味している。 4年
制大学への進学がかなわなかったり，ライフステージの様々な場面で裔等教
育機関からの学歴の必要性が生じたり， もしくは，感じたりした際に年齢条
件を満たしていれば，全ての人に高等教育機関での就学の機会が提供されて
いるということは，獲得型であれど学歴という象徴資本を通じて社会階層の
向上の可能性を追求できる教育的環境が提供されているということである。
そして，学費の抑制や立地する地域社会の特性を組み込んだカリキュラム・
学生支援体制を提供することで，学生が継続して就学できるような環境の提
供に取組んでいるといえる。
同時に，公的の機関であるコミュニティ・カレッジは，国家や経済体制の
イデオロギー的な影親を排除した組織ではない。特に，職業訓練プログラム
は，コミュニティ・カレッジか立地する地域の経済的要望を取り人れるかた
ちでカリキュラムが作られることが多く．例えば，観光産業やエンジニアリ
ングの専門知識や技術を習得しても，それは市場が労働者として求める内容
のものであって，必ずしも学生個々人の社会的な地位の向上につながらない
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可能性も有しているのである。
同時に， コミュニティ・カレッジの根本となった高等学校での大学レベル
の科目の早期履修は，経済的に進学が難しい学生への就学機会の提供という
側面と同時に，現在の北アメリカで行われているアドバンスト・プレイスメ
ント制度という才能教育 (giftedand talented education) という成績が
良い学生に対する制度の原型ともいえる。そのため， コミュニティ・カレッ
ジにおいては，そのような高校を早期卒業した学生も， 4年制大学への進学
への中継的な期間として他の多様な背景を持つ学生と一緒に在籍しているの
である。
より多くの学生が高等教育を受けられる機会を提供することを目的として
始まったアメリカのコミュニティ・カレッジは，時代の流れとともにその在
り方を変化させてきた。特に，先住ハワイアンに対するプログラムの提供や
多様な学生に対する様々なサポートシステムの開発や学習センターの設置，
そして，衛星通信やインターネットを介した遠隔教育方法の開発など，ハワ
イでは地理的特性を活かしながら，弱点を補強する手法も取られてきている。
インターネット発展に代表されるボーダレス化が強調される中で，地域社会
との関係を保ちながらコミュニティ・カレッジが今後どのような変容を見せ
るのか，引き続き注視していく必要がある。
《注》
1) 1960年代以前は一般的にジュニア・カレッジ (juniorcollege)と呼ばれてい
たが，現在はジュニア・カレッジは主に私立の 2年制の高等教育機関を示す用語
として用いられている。
2) Althusser (1970) 
3) Bourdieu and Passeron (1977) 
4) 前掲書
5) Bourdieu (1970) 
6) 大学ジャーナルオンライン編集部 (2018)
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12) Joliet Junior College History (http://www.jjc.edu/about-jjc/history) 
13) 日本においては 1998年より一部の大学において「飛び入学」が運用されてお
り， この飛び人学を使って大学に進学した場合，入学の時点で 18歳以下となり
年齢的な要件は例外が適用されるが，現行の制度においては進学者か高校中退者
として扱われることになっている（学校教育法施行規則の一部改正等について：
http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/ nc/ t20011227001/ t20011227001. 
html)。
14) Brint and Karabel (1989) 
15) 2017年の時点でのアメリカ全土における公立のコミュニティ・カレッジの総
数は 980校である (AmericanAssociation of Community Colleges 2018)。
16) McDowell (1919) 
17) Little Hoover Commission (2012) 
18) P.L. 78-346, 58 Stat. 284 m 
19) 第 1次復員兵援護法は 1956年に失効するが，改正を加えながら現在でも運用
されている。
20) Olson (1973), Bound and Turner (2002) 
21) 山田 (2007)
22) 347 U.S. 483 (1954) 
23) 奴隷解放宣言後 1868年に施行されたアメリカ合衆国憲法修正第 14条において
乃法の下における平等保護条項」が謳われているものの，その後の 1896年の連邦
最高裁のプレッシー対ファーガソン裁判 (Plessyvs. Ferguson: 163 U.S. 537 
(1896))において，修正条項第 14条が人種的差異に言及していないことを指摘
し，市民の―法の下の平等」は人種的差異を基に制限されるとする判決を下した。
この判決の趣旨は―分離すれど平等」 (separatebut equal) と呼ばれ，その後
のアメリカにおける長年にわたった，人種分離の法律や政策の基礎となった。
24) Jamrisko and Kolet (2012)。また，アメリカでの入学統一試験である大学進
学適性試験 (SAT:Scholastic Assessment Test) を運営する CollegeBoard 
によると， 2009年度の年間平掏学費は，公立大学の州内学生に対する学費が
7,020ドル，州外から公立大学に通う学生の学費が 18,548ドル，そして，私立大
学の学費が26,273ドルであった (Singletary2009)。
25) また，アメリカのアイビーリーグなどの一部の私立大学では，卒業生の家族等
に対して優先的に人学枠を与えるレガシー枠制度 (legacyadmission) も存在
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し， I逆アファーマティプアクション 1とも批判されている (Kahlenberg2012, 
Schmidt 2007など）。
26) オカムラ (2013)
27) 例えば， 2018 年秋学期のリーワート｀• コミュニティ・カレッジにおける州内
学生の学費は， l単位当たり 128.50ドルであるのに対し，州内の公立の 4年制大
学であるハワイ大学マノア校の学費は 1単位当たり 453ドルと 3倍以上の設定に
なっている (LeewardCommunity College 2018, Manoa Catalog Office 2018)。
28) オカムラ (2013)によれば，集計手法の変化にも起因するが先住ハワイアンの
学生数は， 2007年の約 4600人から 2011年には約 9200人と 2倍以上に増えてい
る。
29) ハワイのコミュニティ・カレッジにおけるこのような取り組みは，ニュージ一
ランドのマオリ社会でのマオリを対象とした教育組織の取組について調査を行っ
た伊藤 (2007)が論じた「個別の知」とは似て非なるものである。コミュニティ・
カレッジにおいて，先住ハワイアンの学生や教織員は非先住民の学生や教職貝と
組織と空間を共有しているたけでなく，そのカリキュラムの公開にも積極的であ
る。策者も，コミュニティ・カレッジで教鞭をとっていた際講義の後に受講生
とともに先住ハワイアンの学生に連れられ，ハラウの詳細な説明を受けたことが
あった。
30) インターネットの発逹により，ウィスコンシン州など衛星屈線に加えインター
ネット回線を使ったポリコムシステムを使って教室をつないだ遠隔授業を行って
しヽる州もあるc
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